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●将来的な負担軽減により進学を後押しします！
●山口県で活躍する人材を確保します！１．目 的

令和５年度以降、大学等に進学し、卒業後、
山口県内に就職する方に、奨学金返還を補助します！

２．対象者

次の（１）～（５）のすべての要件を満たす方が対象です。

（１） 前提要件

〇 令和５年度以降に大学等へ入学した方

〇 大学等在籍中に （公財）山口県ひとづくり財団奨学金（以下、「財団奨学金」という。）の貸与を受けていた方

〇 大学（短期大学を含む。）、専修学校専門課程及び高等専門学校（４年生以上）（以下、「大学等」という。）に在籍し、

入学から卒業までの正規の修業期間中、継続して（独）日本学生支援機構の給付型奨学金の給付を受けていた方

（２） 奨学金に関する要件

〇 山口県内での就職日以降に、財団奨学金を返還予定または返還中であること。

（３） 定住に関する要件

〇 令和６年度以降に大学等を卒業し、卒業後半年以内に、定住の意思をもって山口県内に居住した方。

※山口県内に本社機能を有する企業等に雇用された場合で、一時的に県外事業所または事務所で就労（居住）

する場合や、県外本社企業に就職した方のうち、主たる勤務地を山口県内に定めて雇用されている場合で、

かつ、最初の勤務地が研修などの理由で県外になる場合は、ご相談ください。

（４） 就業に関する要件

〇 令和６年度以降に大学等を卒業し、卒業後半年以内に就労した方（注１）で、次のア～ウのいずれかに該当すること。

なお、有期雇用やアルバイトの方でも就労の事実を証明できる方は、すべて対象となります。

ア） 山口県内に本社がある企業等（注２）に雇用されていること（※）。

※県内本社企業等に就職後、最初の勤務地が県外事業所・事務所になる場合は、ご相談ください。

イ） 山口県外に本社がある企業等（注３）に、主要な勤務地を山口県に定めて雇用され、かつ県内事業所・事務所

で就労していること（※）。

※最初の勤務地が研修などで県外になる場合や山口県内でテレワーク勤務を行う場合は、ご相談ください。

ウ） 山口県内で新たに起業しているか、農林漁業等に従事していること（注４）。

注１） 県内に就職した企業側の都合のため、令和７年４月１日より前に県内就職した場合等は、ご相談ください。
注２） 山口県内に本社がある企業等とは、山口県内に本社機能（全社的な事業活動を統括する管理業務部門）

を有する企業、団体、個人事業主のことです。
注３） 山口県外に本社がある企業等とは、「注２」以外の企業等のことです。
注４） 事業専従者としての就労状況を、確定申告書類等により、後日確認することが必要になります。

問合せ先
山口県庁 総合企画部政策企画課 政策班 （新たな時代の人づくり推進室）
電話 083-933-2516     E-mail: a10000@pref.yamaguchi.lg.jp
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（５） その他要件

次の①～④に該当しないこと。

① 国家公務員・地方公務員として雇用されている方

例） 国の地方機関の職員、県職員、市町職員、県教育委員会の職員・臨時講師、会計年度任用職員

② 独立行政法人、国立大学法人、公立大学法人、地方独立行政法人等に雇用されている方

例） 独立行政法人（国立病院機構山口宇部医療センター）

国立大学法人（山口大学、山口大学附属病院も含む）

公立大学法人（山口県立大学）

地方独立行政法人（山口県立総合医療センター）

③ 奨学金の貸与等に関する事実、財団奨学金を返還している事実、定住の事実及び就労の事実を証明する書

類を提出できない方

④ 他の奨学金返還支援制度の適用を受けている方（他の奨学金返還支援制度と併用はできません。）

３．手続の流れ（予定）

（例 令和９年３月に４年制大学卒で同４月１日県内居住・就職し、同１０月奨学金返還開始の方）

申請者の提出書類等 山口県

就
職
1
年
目

就
職
２
～
６
年
目

R9.4月
～R10.2月

R９.10月～

R10.10月
～R10.11月

R11.10月
～R11.11月

R12.10月
～R12.11月

R13.10月
～R13.11月

R14.10月
～R14.11月

〇 申請書・添付書類の審査

〇 補助対象者認定通知書を送付

（交付申請時期等を通知）

〇 交付申請書・添付書類に基づき、

定住・就労の要件、奨学金の返還

実績を審査

〇 適正であれば助成金を交付決定、

請求書に基づき助成金を交付

※交付申請書受理から１～２か月程度

で交付決定します。

※請求書提出から１か月で助成金を

交付します。

補助終了

交付申請（1回目）
〇交付申請書
〇返還実績等の資料

請求書の提出

認定申請

奨学金返還開始

交付申請（2回目）
〇交付申請書
〇返還実績等の資料

請求書の提出

交付申請（3回目）
〇交付申請書
〇返還実績等の資料

請求書の提出

交付申請（4回目）
〇交付申請書
〇返還実績等の資料

請求書の提出

交付申請（5回目）
〇交付申請書
〇返還実績等の資料

請求書の提出

※大学等の正規の修業年限により、認定申請及び交付
申請等の提出の年度が異なります。
２年制：Ｒ７認定申請、Ｒ8交付申請・請求書の提出
３年制：Ｒ８認定申請、Ｒ９交付申請・請求書の提出
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４．補助金額

次の区分に応じ、最大100万円の奨学金返還補助金を給付します。

対象者 補助金額 補助期間 参考

「２．対象者」に
記載するすべて
の要件を満たす
方

正規の修業期間が１年の大学
等を卒業した場合

対象外

補助対象
者認定要
件を満た
す５年間

対象外

正規の修業期間（２年以上に
限る。）中、財団奨学金を１年
間、借り受けていた場合

年額 ５０，０００円
最大補助額
２５万円

正規の修業期間（２年以上に
限る。）中、財団奨学金を２年
間、借り受けていた場合

年額 １００，０００円
最大補助額
５０万円

正規の修業期間（２年以上に
限る。）中、財団奨学金を３年
間、借り受けていた場合

年額 １５０，０００円
最大補助額
７５万円

正規の修業期間（２年以上に
限る。）中、財団奨学金を４年
間以上、借り受けていた場合

年額 ２００，０００円
最大補助額
１００万円

申請書の提出先・問合せ先・お問い合わせ先

山口県 総合企画部 政策企画課（新たな時代の人づくり推進室）
やまぐち若者育成・県内定着促進事業奨学金返還補助担当

〒７５３－８５０１ 山口市滝町１－１ 本館棟７階
電話番号 ０８３－９３３－２５１６

メールアドレス a10000@pref.yamaguchi.lg.jp
（受付時間／平日 午前８時３０分～午後５時１５分）

募集要項のほか、様式、記載例、Q＆Aなど詳しい情報は、

山口県総合企画部政策企画課のホームページからご確認ください。

「認定申請」を行った後の注意

（１）本返還補助制度は貸与された奨学金の返還を免除する制度ではありません。奨学金の返還は貸与

団体との約定どおり行ってください。

（２）奨学金の返還猶予を受けた場合は、ご相談ください。

（３）認定申請を行う際の手続きの詳細などは、令和７年度以降お示し予定の募集要項をご覧ください。

mailto:a10000@pref.yamaguchi.lg.jp
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